
48問い合わせ先

SmileSmile

ハローワーク・沖縄県雇用政策課

②雇入・設置整備期間
（最長24カ月）
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※「基準賃金額算定等級表」

等級 基準賃金額
1 400,700 円　　　
2 723,400 円以上　 868,100 円未満　 480,900 円　　　
3 868,100 円以上　 1,041,700 円未満　 577,100 円　　　
4 1,041,700 円以上　 1,250,000 円未満　 692,500 円　　　
5 1,250,000 円以上　 1,500,000 円未満　 830,900 円　　　
6 1,500,000 円以上　 1,800,000 円未満　 997,100 円　　　
7 1,800,000 円以上　 2,160,000 円未満　 1,196,600 円　　　
8 2,160,000 円以上　 2,592,000 円未満　 1,435,900 円　　　
9 2,592,000 円以上　 3,110,400 円未満　 1,723,000 円　　　
10 3,110,400 円以上　 3,732,500 円未満　 2,067,700 円　　　
11 3,732,500 円以上　 4,479,000 円未満　 2,481,200 円　　　
12 4,479,000 円以上　 5,374,800 円未満　 2,977,400 円　　　
13 5,374,800 円以上　 6,449,700 円未満　 3,572,900 円　　　
14 6,449,700 円以上　 7,739,700 円未満　 4,287,500 円　　　
15 7,739,700 円以上　 9,287,600 円未満　 5,145,000 円　　　
16 9,287,600 円以上　 11,145,100 円未満　 6,174,000 円　　　
17 11,145,100 円以上　 13,374,200 円未満　 7,408,800 円　　　
18 13,374,200 円以上　 16,049,000 円未満　 8,890,500 円　　　
19 10,668,700 円　　　

平均賃金額（1人あたりの6か月分）
723,400 円未満

16,049,000 円以上

① 計画書の提出

「地域雇用開発コー

ス」の計画書と一緒に

提出することも可能

です。

（但し、最大計画期間

が異なります。）

② 事 業 所 の 設

置・整備・雇入れ

35 歳未満の若年求

職者が対象です。

なお、定着指導責任

者を任命し、定着指

導措置を行っていた

だきます。

③計画の完了・

申請資格確認

計画期間は最長

24 ヵ月です。期

限を過ぎた場合、

計画は失効しま

す。

④第１回申請書提出

⑤第2回申請書提出

④第１回目は起算日の

６ヵ月経過後です。

⑤第２回目は起算日の

１年後です。

支給対象期途中で離職

した者は対象となりま

せん。

⑥第３回

⑦第４回

申請書提出

対象労働者の

定着状況が特

に優良である

場合のみ。

④ ⑦⑥⑤③

完

了

①

計

画

日
起算日：完了日直後の賃金締切日の翌日

受給手続

②雇入・設置整備期間

（最長24カ月）

申請期間

2か月間
6か月

申請期間

2か月間
6か月

申請期間

2か月間
6か月

申請期間

2か月間
6か月

申請期間

2か月間

① 計画書の提出

「地域雇用開発コー

ス」の計画書と一緒に

提出することも可能

です。

（但し、最大計画期間

が異なります。）

② 事 業 所 の 設

置・整備・雇入れ

35 歳未満の若年求

職者が対象です。

なお、定着指導責任

者を任命し、定着指

導措置を行っていた

だきます。

③計画の完了・

申請資格確認

計画期間は最長

24 ヵ月です。期

限を過ぎた場合、

計画は失効しま

す。

④第１回申請書提出

⑤第2回申請書提出

④第１回目は起算日の

６ヵ月経過後です。

⑤第２回目は起算日の

１年後です。

支給対象期途中で離職

した者は対象となりま

せん。

⑥第３回

⑦第４回

申請書提出

対象労働者の

定着状況が特

に優良である

場合のみ。

④ ⑦⑥⑤③

完

了

①

計

画

日
起算日：完了日直後の賃金締切日の翌日

「雇用契約前の職場訓練で受入体制の充実＆訓練終了後の雇用により定着率アップ」

一般的に就職が困難で、公共職業安定所長が職場適応訓練の受講が適当と認め、受講を指示する者が

対象となります。（例：身体障害者、知的障害者、精神障害者等）

次のいずれにも該当する事業主が対象となります。

１．職場適応訓練を行うための設備があること。

２．指導員として適当な従業員がいること。

３．原則として、労災保険、雇用保険、健康保険、厚生年金等の社会保険に加入していること。

４．労働基準法に規定する労働条件、及び労働安全衛生法その他の法律の定める安全衛生その他の作業

条件が整備されていること。

５．職場適応訓練の終了後、当該訓練を受けた者を雇用する(短時間労働者を除く)見込みがあること。

訓練期間中、事業主には、職場適応訓練費として訓練生１人につき月額２４，０００円(重度障害者

２５，０００円)を支給します。また、訓練生には訓練手当(月額１０６，０００円程度)を支給します。

※ 訓練期間中は、事業主から訓練生に賃金を支給する必要はありません。

※ 制度の概要のお問い合わせは沖縄県雇用政策課へ、また具体的な求職、求人に関するお問い合わせ

は管轄ハローワークへお願いします。

訓練を受託できる事業主

受給できる額

訓練の対象者

職 場 適 応 訓 練 費

※ 訓練期間は６か月以内（重度障害者など、特に公共職業安定所長が必要と認めた場合は

１年以内）で決定されます

障害者などの一般的に就職が困難な者を作業環境に適応させることを目的に職業訓練

を実施する場合に支給します。

管轄のハローワークで求人募集（職場適応訓練申込み）。

管轄のハローワークでマッチング後、求職者（障害者）へ職場適応訓練の受講指示。

・県と事業者で訓練の委託契約。
・６か月間の事業所内実務訓練。
・県が定期訪問により訓練期間中のサポートを行います。

・障害特性を確認した上で雇用契約（※）。
・重度の障害の方は訓練期間の延長（最長６か月）が可能。
※ 雇用契約は任意。

手
続
き
の
流
れ

申込から雇用契約までの流れ


